
基本目標５

明るく元気の出る御殿場をつくろう
No.

政策
番号

整理番号 事業名 担当課
掲載

ページ

1 5-1-1 51101-020 第四次御殿場市総合計画基本構想・前期基本計画策定事業 企画課 294

2 5-1-1 51104-010 市民協働推進事業 市民協働課 296

3 5-1-2 51201-010 広報紙「広報ごてんば」発行事業 魅力発信課 298

4 5-1-2 51201-020 コミュニティＦＭ活用事業 魅力発信課 300

5 5-2-1 52101-010 男女共同参画推進事業 市民協働課 302

6 5-3-1 53106-010 子ども医療費助成事業 子育て支援課 304

7 5-3-1 53106-030 不妊治療医療費助成事業 健康推進課 306

8 5-4-1 54106-010 水道料金徴収等業務民間委託事業 水道業務課 308

9 5-4-1 54106-020 御殿場総合サービス株式会社出資金増資事業 企画課 310

10 5-4-1 54107-010 広域行政組合アクティブディレクトリ・ファイルサーバシステム導入事業
広域行政組合事務局

庶務課
312

11 5-4-2 54201-030 固定資産課税資料整備事業 課税課 314

12 5-4-3 54302-010 人材育成事業 人事課 316

13 5-6-1 56101-010 東富士演習場内治山治水対策事業（３条：受託事業） 農林整備課 318

14 5-6-1 56101-030 緑地帯設置事業 農林整備課 320

15 5-6-1 56102-010 東富士演習場関連公共用施設整備事業（９条用排水路） 農林整備課 322

16 5-6-1 56102-020 防衛施設関連道路整備事業（８条） 道路河川課 324

17 5-6-1 56102-030 防衛施設関連道路整備事業（９条） 道路河川課 326

18 5-7-1 57104-010 市民の森づくり事業 市民協働課 328
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基本目標５

● 事業の位置づけ

● 事業の内容

● 投入コスト（千円）

総事業費 704 230 10,610

人件費 704 230 4,227

一般 6,383

人件費
職員数（人工） 0.12 0.04 0.75

小山

その他

事
業
費
の
財
源
内
訳

（
人
件
費
は
除
く
）

国補

防衛

財繰

負担

市債

県補

H24 H25 H26

事業費 0 0 6,383

見直し改善の
経過

・第二次総合計画策定（昭和61年度）、第三次総合計画策定（平成12年度）
※平成23年に地方自治法の改正により、総合計画の策定に係る規定が削除され、策定の義務はなく
なったが、新たに御殿場市総合計画の策定等に関する条例を制定し、これに基づく計画とした。

市民満足度調
査結果（H25）

項　　目 満足度 重要度

手段
（どのようなや

り方で）

平成26年度から平成27年度の2か年をかけ総合計画の策定（見直し）作業を行う。策定作業にあって
は、市民意識調査や庁内評価等により第三次計画の評価・検証をし、地域別市民会議やパブリックコ
メント、審議会等を通じ市民と協働して第四次総合計画計画基本構想（平成28年度～平成37年度）、
前期基本計画（平成28年度～平成32年度）を策定する。

成果
（どのような状
態にしたいか）

本市における行政運営の指針とし、将来都市像の実現を目指す。

事業の背景・
住民の意向

市民アンケート（2,000件標本抽出）、団体アンケート、地区別市民会議（6地区）、パブリックコメント等を
通じて、市民の意識等を把握するほか、市議会、審議会からの意見を聴取し、必要に応じて計画に反
映する。

個別計画での位置づけ

目的
（何のために）

第三次御殿場市総合計画が平成27年度を以って計画期間が満了することに伴い、第四次（平成28年
度から平成37年度）における総合的かつ計画的な市政の運営を図る指針を示すため

対象
（誰・何を）

市及び市民

基本計画にお
ける位置づけ

基本政策 5-1　　市民主体の行政運営 関連
政策政策 5-1-1　市民参画と協働の促進

51101-020

所管部署 企画部　企画課　企画政策スタッフ

根拠法令・要綱等 御殿場市総合計画の策定等に関する条例

期間 平成 26　年度 ～ 平成 27　年度

事業名 第四次御殿場市総合計画基本構想・前期基本計画策定事業 整理番号

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H24 H25 H26

投入コスト（千円）

国補

防衛

県補

市債

財繰

負担

小山

その他

一般

人件費
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基本目標５

● 事業の実績

● 業績測定指標

H24 H25 H26 H27 H24 H25 H26 H24 H25 H26

49.7 100.0 #N/A #N/A #N/A #N/A

#N/A #N/A 50.0 #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A

● 事業の評価

・担当所属による自己評価

・担当部長による評価

所
属
長
評
価

課題等
第４次総合計画基本構想で掲げた将来都市像を実現するため、政策方針毎必要な施策を計画に位置
付ける。

改善内容、
今後の方向

性等

計画策定に当たり、市民アンケート調査や地区別市民会議、パブリックコメント等による市民意見、ま
た市議会、審議会からの意見を聴取するなどし、それら意見等を計画に反映させていくように努める。

評価コメント
前計画の検証・評価、市民からの意見聴取等は、より良い計画とするためには必要不可欠なものであ
る。基本構想はそうした認識の下策定されたが、前期基本計画についても同様に進めていかれたい。

業績測定指標
の評価

指標 コメント（目標に対する進捗状況など）

事業進捗率（％）
基本構想については予定通りの進捗であったが、基本計画については、今
後、まち・ひと・しごと創生法に基づく地方版総合戦略の策定と整合を図り、
一部の策定工程等を修正して策定する必要がある。

目標（見込） 目標（見込） 目標（見込）

実績 実績 実績

年度 目標 実績

事業進捗率（％） - - 50 50 H27 100

指標（単位）

各年度の進捗状況
最　終

H24 H25 H26

実績 実績 目標（見込） 実績

平成24年度 -

平成25年度 -

平成26年度
策定委員会（4回）・幹事会（6回）、市民アンケート（2,000件標本抽出）・庁内評価・団体アンケートによ
る評価検証、地区別市民会議（各地区2回）、パブリックコメント（11人21件）、市議会議員懇談会による
意見交換（1回）、審議会（3回）

年　度 実　　績

0 

50 

100 

150 

H24 H25 H26 H27

事業進捗率（％）

目標（見込） 実績

最終

0 

1 

1 

H24 H25 H26

目標（見込） 実績

最終

0 

1 

1 

H24 H25 H26

目標（見込） 実績

最終
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基本目標５

● 事業の位置づけ

● 事業の内容

● 投入コスト（千円）

総事業費 3,875 4,613 4,283

人件費 1,760 1,723 1,691

一般 2,115 2,890 2,592

人件費
職員数（人工） 0.30 0.30 0.30

小山

その他

事
業
費
の
財
源
内
訳

（
人
件
費
は
除
く
）

国補

防衛

財繰

負担

市債

県補

H24 H25 H26

事業費 2,115 2,890 2,592

見直し改善の
経過

「御殿場市市民協働型まちづくり推進指針」を推進するためにまとめた推進プランの見直しを平成２３
年度に実施。

市民満足度調
査結果（H25）

項　　目 満足度 重要度

手段
（どのようなや

り方で）

行政が見落としがちな分野や社会的ニーズが高いがこれまで提供困難となっている事業等について、
市民協働事業として支援する。行政側から市民の知識等を必要とする事業については、行政提案とし
て市民活動団体等へ募集する。

成果
（どのような状
態にしたいか）

まちづくりを推進するＮＰＯ法人・市民活動団体が増加し、市民がまちづくりの主体であるという意識の
向上が図られると同時に、多様化する市民ニーズに対応する事業の実施を行政と協働して行うことが
できる。

事業の背景・
住民の意向

平成２５年度市民満足度調査では、市民の２１．２％がボランティア活動等の市民活動動をしたことが
あり、今後も続けたいとのことであった。また、活動したことはないが、機会があれば参加したい人が３
４．４％あった。

個別計画での位置づけ

目的
（何のために）

市民と行政の役割分担と相互補完する信頼関係を築き、市民と行政の協働による住みよいまちづくり
を目指す。

対象
（誰・何を）

市民・区・市民活動団体

基本計画にお
ける位置づけ

基本政策 5-1　　市民主体の行政運営 関連
政策政策 5-1-1　市民参画と協働の促進

51104-010

所管部署 市民部　市民協働課　協働推進スタッフ

根拠法令・要綱等 御殿場市市民協働型まちづくり推進指針

期間 平成 15　年度 ～ 平成

事業名 市民協働推進事業 整理番号

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

H24 H25 H26

投入コスト（千円）

国補

防衛

県補

市債

財繰

負担

小山

その他

一般

人件費
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基本目標５

● 事業の実績

● 業績測定指標

H24 H25 H26 H24 H25 H26 H24 H25 H26

21.2 23.0 115.0 150.0 6000.0 7000.0

22.5 21.2 21.2 #N/A 103.0 110.0 122.0 #N/A 1945.0 4896.0 2013.0 #N/A

● 事業の評価

・担当所属による自己評価

・担当部長による評価

所
属
長
評
価

課題等
市民提案型の協働事業は定着しつつあるので、今後は、行政提案型の協働事業を増やしていきた
い。そのため、 職員に対する研修会（講座）を引き続き行い、全庁的に啓発していく。

改善内容、
今後の方向

性等

２８年度に、推進プランの見直しを行う。
まちづくり事業補助金交付に係る公開提案会での提案方法や審査方法、事業完了後の評価方法等に
ついて引き続き検討していく必要がある。

評価コメント
事業の必要性は高いが、市民と行政それぞれの事業に対する理解不足がある。推進に向け、さらに
「市民協働事業」の周知、啓発の必要がある。

業績測定指標
の評価

指標 コメント（目標に対する進捗状況など）

市民活動を今後も続けたい人
（市民満足度調査より）（％）

２５年度の調査は、２２年度の調査に比べ１．３ポイント下がってしまった。

市民活動団体登録団体数（団体） 徐々にではあるが着実に団体数が増加している。

市民協働事業の参加者数（市民協
働事業より）

イベント型事業の多かった２５年度に比べ参加者は減少したが、漸増傾向に
ある。

目標（見込） 目標（見込） 目標（見込）

実績 実績 実績

市民協働事業の参加者数（市
民協働事業より）

1,945 4,896 6,000 2,013 Ｈ27

市民活動団体登録団体数（団
体）

103 110 115 122 H27 150

7,000

年度 目標 実績

市民活動を今後も続けたい人
（市民満足度調査より）（％）

22.5 21.2 21.2 21.2 H27 23.0

指標（単位）

各年度の進捗状況
最　終

H24 H25 H26

実績 実績 目標（見込） 実績

平成24年度 市民協働事業補助金５団体、行政提案事業０件、市民協働モデル地区事業２区、研修会３回

平成25年度 市民協働事業補助金１０団体、行政提案事業０件、市民協働モデル地区事業１区、研修会４回

平成26年度 市民協働事業補助金８団体、行政提案事業０件、市民協働モデル地区事業１区、研修会１回

年　度 実　　績

20 

21 

22 

23 

24 

H24 H25 H26

市民活動を今後も続けたい人

（市民満足度調査より）（％）

目標（見込） 実績

最終

0 

100 

200 

H24 H25 H26

市民活動団体登録団体数（団体）

目標（見込） 実績

最終

0 

5,000 

10,000 

H24 H25 H26

市民協働事業の参加者数（市民協働

事業より）

目標（見込） 実績

最終
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基本目標５

● 事業の位置づけ

● 事業の内容

● 投入コスト（千円）

総事業費 33,198 28,740 30,888

人件費 18,765 18,378 18,032

一般 12,103 7,802 10,831

人件費
職員数（人工） 3.20 3.20 3.20

小山

その他 2,330 2,560 2,025

事
業
費
の
財
源
内
訳

（
人
件
費
は
除
く
）

国補

防衛

財繰

負担

市債

県補

H24 H25 H26

事業費 14,433 10,362 12,856

見直し改善の
経過

平成19年度から、有料広告を掲載し、コストの圧縮に努めた。
平成22年度から、紙質をコート紙から上質紙に落として更なるコスト削減を図った。
平成25年度からは「情報ひろば」レイアウト変更により情報量の増加と内容の見やすさ向上を行った。

市民満足度調
査結果（H25）

項　　目 満足度 重要度

手段
（どのようなや

り方で）

A4判の規格で、毎月5日（企画記事中心、概ね16ページ）と20日（お知らせ記事を中心に、概ね12ペー
ジ）に発行。各世帯に自治会経由で配布。（一部公共施設や商店・コンビニ・病院等に配置）

成果
（どのような状
態にしたいか）

市政の課題や施策を市民に知らせ、行政に対する関心を高めるとともに、より効果的なまちづくりを進
める。

事業の背景・
住民の意向

市政の課題や施策を市民に知らせ、市政への理解を得るため、広報紙を発行する。
平成10年、12年、14年、16年、20年度に市民意識調査を実施。
平成22、25年度に市民満足度調査を実施

個別計画での位置づけ

目的
（何のために）

行政情報を市民に提供し、共に進めるまちづくり活動を情報面で支援する。

対象
（誰・何を）

全市民（世帯）

基本計画にお
ける位置づけ

基本政策 5-1　　市民主体の行政運営 関連
政策政策 5-1-2　開かれた行政の推進

51201-010

所管部署 企画部　魅力発信課　情報発信スタッフ

根拠法令・要綱等

期間 昭和 31　年度 ～ 平成

事業名 広報紙「広報ごてんば」発行事業 整理番号

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

H24 H25 H26

投入コスト（千円）

国補

防衛

県補

市債

財繰

負担

小山

その他

一般

人件費
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基本目標５

● 事業の実績

● 業績測定指標

H24 H25 H26 H24 H25 H26 H24 H25 H26

#N/A 90.0 #N/A 50.0 #N/A #N/A

#N/A 88.0 #N/A #N/A #N/A 35.0 #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A

● 事業の評価

・担当所属による自己評価

・担当部長による評価

所
属
長
評
価

課題等
広報紙の配布部数は市の世帯数と比較して８割程度にとどまっており、広報紙をはじめとした各情報
媒体の連携により、市行政の透明化を更に図る必要がある。

改善内容、
今後の方向

性等

市民の市政に関する情報取得手段としての広報紙の役割を認識しつつ、行政情報発信手段の多様化
に合わせて、内容や構成の見直し・検討を継続して行っていく必要がある。

評価コメント
広報紙は市政情報提供のもっとも有効な媒体である。見やすさや内容の充実など、紙面の工夫、質の
向上を更に目指したい。また、未配布世帯の対策として、広報紙のホームページへの掲載を周知する
など実施する。

業績測定指標
の評価

指標 コメント（目標に対する進捗状況など）

情報取得のために広報紙を利用し
ている市民の割合（％）

市民が市政の動きや行事を知る手段として、８割強と高い割合を占めてい
る。今後、再度内容や構成を検討し、他の情報媒体と連携しながら、広報紙
ならではの情報提供を進めていきたい。

広報紙の満足度（％）
満足度調査で「満足」「やや満足」と回答した人が４割弱で、「普通」が約５割と、全体の
約９割が「不満がない」との結果を得ている。他の情報媒体との連携の中で、行政情報
紙としての役割を果たせるよう内容や構成の工夫を継続して行う。

目標（見込） 目標（見込） 目標（見込）

実績 実績 実績

広報紙の満足度（％） - 35 - - H30 50

年度 目標 実績

情報取得のために広報紙を利
用している市民の割合（％）

- 88 - - H30 90

指標（単位）

各年度の進捗状況
最　終

H24 H25 H26

実績 実績 目標（見込） 実績

平成24年度
ページ数３６６　発行部数６９２，２６２
広告収入　２，３３０，０００円

平成25年度
ページ数３５４　発行部数６９７，５７７
広告収入　２，５６０，０００円

平成26年度
ページ数３５４　発行部数７００，８５０
広告収入　２，０２５，０００円

年　度 実　　績

0 

50 

100 

H24 H25 H26

情報取得のために広報紙を利用して

いる市民の割合（％）

目標（見込） 実績

最終

0 

20 

40 

60 

H24 H25 H26

広報紙の満足度（％）

目標（見込） 実績

最終

0 

1 

1 

H24 H25 H26

目標（見込） 実績

最終
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基本目標５

● 事業の位置づけ

● 事業の内容

● 投入コスト（千円）

総事業費 0 5,064 35,102

人件費 0 2,872 2,818

一般 989 15,999

人件費
職員数（人工） 0.50 0.50

小山

その他

事
業
費
の
財
源
内
訳

（
人
件
費
は
除
く
）

国補

防衛

財繰

負担

1,203 16,285

市債

県補

H24 H25 H26

事業費 0 2,192 32,284

見直し改善の
経過

市民満足度調
査結果（H25）

項　　目 満足度 重要度

手段
（どのようなや

り方で）

コミュニティＦＭ局で行政・生活･観光・地域情報を放送する。
災害時においては、市と協力しての災害情報の発信を行う。

成果
（どのような状
態にしたいか）

コミュニティＦＭという新たな情報発信媒体を利用することにより、行政や地域行事等の正確な情報や
地域性豊かな観光情報を受信することができる。また、災害発生時には重要な情報伝達手段となる。

事業の背景・
住民の意向

これまで、広報紙や同報無線、ホームページ等のＩＴを活用し、市政に関する情報を発信し、市政の課
題や施策を市民に知らせ、市政への理解を得るよう努めてきた。どの情報発信媒体もすべてを網羅す
ることはできないため、新たな情報発信媒体を活用することにより、より情報提供及び発信の充実を図
ることが可能となる。

4-3-1　観光推進体制の充実

個別計画での位置づけ

目的
（何のために）

行政・生活・観光・地域情報の発信強化、地域の活性化及び安全･安心な生活環境の充実を図る。

対象
（誰・何を）

市民、観光客等

基本計画にお
ける位置づけ

基本政策 5-1　　市民主体の行政運営 関連
政策

2-5-1　災害に強いまちづくり体制の充実

政策 5-1-2　開かれた行政の推進

51201-020

所管部署 企画部　魅力発信課　情報発信スタッフ

根拠法令・要綱等

期間 平成 25　年度 ～ 平成

事業名 コミュニティFM活用事業 整理番号

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

H24 H25 H26

投入コスト（千円）

国補

防衛

県補

市債

財繰

負担

小山

その他

一般

人件費
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基本目標５

● 事業の実績

● 業績測定指標

H24 H25 H26 H24 H25 H26 H24 H25 H26

#N/A 20.0 #N/A #N/A #N/A #N/A

#N/A 7.1 #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A

● 事業の評価

・担当所属による自己評価

・担当部長による評価

所
属
長
評
価

課題等
開局して間もないため、コミュニティFMの認知度、聴取率の向上に向けた取り組みを積極的に行う必
要がある。

改善内容、
今後の方向

性等

コミュニティFMは、市民及び観光客に向けたまちの情報発信や災害時の情報伝達など、地域に密着し
た情報提供を可能にするものであり、新しい発信媒体として普及するためPRを図るとともに、リスナー
に親しまれる魅力ある番組づくりなど進めていく必要がある。

評価コメント
安定した経営には、スポンサーの開拓が不可欠であり、そのための魅力ある良質な番組制作はもちろ
んのこと、コミュニティＦＭの認知度、聴取率の向上にさらに強力に取り組む必要がある。

業績測定指標
の評価

指標 コメント（目標に対する進捗状況など）

市政の動きや行事を知る手段（テレ
ビ・ラジオ）（市民満足度調査）（％）

今後、コミュニティFMが情報取得手段のひとつとして浸透していくように努
め、情報発信力の強化、地域の活性化を推進していく。

目標（見込） 目標（見込） 目標（見込）

実績 実績 実績

年度 目標 実績

市政の動きや行事を知る手段（テレ
ビ・ラジオ）（市民満足度調査）（％）

- 7.1 - - H30 20.0

指標（単位）

各年度の進捗状況
最　終

H24 H25 H26

実績 実績 目標（見込） 実績

平成24年度 -

平成25年度
市コミュニティFM調査業務
平成２６年３月「富士山GOGOエフエム」開局
市民生活情報番組制作放送業務

平成26年度
市民生活情報番組制作放送業務
通信設備整備（富士岡地区中継局建設による聴取不能区域解消）

年　度 実　　績

0 

10 

20 

30 

H24 H25 H26

市政の動きや行事を知る手段（テレ

ビ・ラジオ）（市民満足度調査）（％）

目標（見込） 実績

最終

0 

1 

1 

H24 H25 H26

目標（見込） 実績

最終

0 

1 

1 

H24 H25 H26

目標（見込） 実績

最終

- 301 -



基本目標５

● 事業の位置づけ

● 事業の内容

● 投入コスト（千円）

総事業費 1,472 1,942 1,921

人件費 1,173 1,723 1,691

一般 299 219 230

人件費
職員数（人工） 0.20 0.30 0.30

小山

その他

事
業
費
の
財
源
内
訳

（
人
件
費
は
除
く
）

国補

防衛

財繰

負担

市債

県補

H24 H25 H26

事業費 299 219 230

見直し改善の
経過

条例制定に伴い、計画を効果的に実施するため、施策の実施状況に関する評価を公平かつ継続的に
行なう男女共同参画会議を設置。また平成21年度～平成28年度を計画期間とする御殿場市男女共同
参画計画第三次レインボープラン御殿場を策定。

市民満足度調
査結果（H25）

項　　目 満足度 重要度

手段
（どのようなや

り方で）

市民公開講座、川柳コンクール、講師派遣事業等の各種啓発事業の実施。
男女共同参画推進事業を実施する団体に対する補助金の交付。
広報紙、ＨＰによる啓発。

成果
（どのような状
態にしたいか）

男女の固定的な性別役割分業意識の解消。
男女共同参画へ向けた推進体制の強化が図られる。

事業の背景・
住民の意向

平成18年6月市民等からなる男女共同参画推進協議会から条例制定への提言を受け、同年8月条例
制定を決定。
平成20年12月に御殿場市男女共同参画推進条例を制定。

個別計画での位置づけ 御殿場市男女共同参画計画　第三次レインボープラン御殿場

目的
（何のために）

男性も女性も、意欲に応じてあらゆる分野で活躍できる社会を構築する。

対象
（誰・何を）

市民

基本計画にお
ける位置づけ

基本政策 5-2　　男女共同参画社会づくり 関連
政策政策 5-2-1　男女共同参画社会の推進

52101-010

所管部署 市民部　市民協働課　協働推進スタッフ

根拠法令・要綱等 御殿場市男女共同参画推進条例

期間 平成 19　年度 ～ 平成

事業名 男女共同参画推進事業 整理番号

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H24 H25 H26

投入コスト（千円）

国補

防衛

県補

市債

財繰

負担

小山

その他

一般

人件費
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基本目標５

● 事業の実績

● 業績測定指標

H24 H25 H26 H24 H25 H26 H24 H25 H26

8.0 10.0 2.0 0.0 52.3 48.0

8.0 8.0 9.0 #N/A 2.0 2.0 1.0 #N/A 56.0 52.3 52.3 #N/A

● 事業の評価

・担当所属による自己評価

・担当部長による評価

所
属
長
評
価

課題等
平成２５年度に定めた第三次レインボープラン後期目標値の達成に向けて、各種事業の進捗状況把
握及び推進を図っていく必要がある。

改善内容、
今後の方向

性等

男女共同参画推進を実施するために、市民協働の事業の中で、市民活動支援センター及び子ども家
庭センターと連携を図りながら事業を行っていく。２８年度は第４次レインボープランを策定する予定。

評価コメント 今まで以上に積極的にＰＲするとともに、魅力ある啓発事業の実施に向けた検討の必要がある。

業績測定指標
の評価

指標 コメント（目標に対する進捗状況など）

男女共同参画宣言事業所数（団
体）

機会あるごとにＰＲしていきたい。

女性登用のない付属機関等（機関） 役職で付属機関の委員になるため、女性の登用がない付属機関がある。

男性が優遇されていると思う人の
割合（市民意識調査）（％）

２５年度の調査は、２２年度の調査と比較すると、３.７ポイント減少している。

目標（見込） 目標（見込） 目標（見込）

実績 実績 実績

男性が優遇されていると思う人
の割合（市民意識調査）（％）

56.0 52.3 52.3 52.3 H28

女性登用のない付属機関等（機
関）

2 2 2 1 H28 0

48

年度 目標 実績

男女共同参画宣言事業所数
（団体）

8 8 8 9 H28 10

指標（単位）

各年度の進捗状況
最　終

H24 H25 H26

実績 実績 目標（見込） 実績

平成24年度
公開講座２回実施、川柳コンクールの実施、女性と市長の懇談会、男女共同参画推進事業補助金１
団体

平成25年度
公開講座２回実施、川柳コンクールの実施、女性と市長の懇談会、男女共同参画推進事業補助金１
団体
男女共同参画講師派遣、第三次レインボープラン後期目標の設定

平成26年度
公開講座２回実施、川柳コンクールの実施、女性と市長の懇談会、男女共同参画推進事業補助金１
団体
男女共同参画講師派遣

年　度 実　　績

0 

5 

10 

15 

H24 H25 H26

男女共同参画宣言事業所数（団体）

目標（見込） 実績

最終

0 

1 

2 

3 

H24 H25 H26

女性登用のない付属機関等（機関）

目標（見込） 実績

最終

40 

45 

50 

55 

60 

H24 H25 H26

男性が優遇されていると思う人の割

合（市民意識調査）（％）

目標（見込） 実績

最終
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基本目標５

● 事業の位置づけ

● 事業の内容

● 投入コスト（千円）

総事業費 423,780 422,697 427,085

人件費 2,932 2,872 2,818

一般 330,218 307,255 304,643

人件費
職員数（人工） 0.50 0.50 0.50

小山

その他 14,555 19,724 22,747

事
業
費
の
財
源
内
訳

（
人
件
費
は
除
く
）

国補

防衛

財繰

負担

76,075 92,846 96,877

市債

県補

H24 H25 H26

事業費 420,848 419,825 424,267

見直し改善の
経過

平成２１年度から中学校３年生までを、平成２４年度から高校３年生相当年齢までを対象とした。また、
平成２２年度からは対象者の入院に要する経費を無料とした。

市民満足度調
査結果（H25）

項　　目 満足度 重要度

8　子育て支援への取り組み 0.09 1.23

手段
（どのようなや

り方で）

子ども医療費受給資格者証を交付し、高校３年生相当年齢までの子どもの入院、通院に係る医療費
の助成を行う。

成果
（どのような状
態にしたいか）

子育て家庭の経済的負担の軽減が図られる。疾病の早期発見、早期治療。

事業の背景・
住民の意向

昭和４９年度から子育て支援を推進するため乳幼児医療費助成を実施しているが、近年の少子化の
進行に伴い医療費助成の要望が高い。住民ニーズに対応すべく逐次対象年齢を拡大してきた。

個別計画での位置づけ 次世代育成支援対策行動計画（後期計画）

目的
（何のために）

子どもの医療費の負担軽減を図り、子どもの健やかな成長に寄与する。

対象
（誰・何を）

高校３年生相当年齢までの子どもの保護者。

基本計画にお
ける位置づけ

基本政策 5-3　　少子化への対応 関連
政策

2-2-2　子育て支援の充実

政策 5-3-1　少子化への対応

53106-010

所管部署 健康福祉部　子育て支援課　子育て支援スタッフ

根拠法令・要綱等 御殿場市子ども医療費助成規則

期間 昭和 49　年度 ～ 平成

事業名 子ども医療費助成事業 整理番号
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投入コスト（千円）

国補

防衛

県補

市債

財繰

負担

小山

その他

一般

人件費
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基本目標５

● 事業の実績

● 業績測定指標

H24 H25 H26 H27 H24 H25 H26 H24 H25 H26

99.0 99.0 #N/A #N/A #N/A #N/A

97.1 99.0 99.1 #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A

● 事業の評価

・担当所属による自己評価

・担当部長による評価

所
属
長
評
価

課題等 医療費助成の増大に伴い、財源確保の必要性を感じている。

改善内容、
今後の方向

性等
制度的に安定しているが、未熟児医療等との調整を慎重に対応し、効率的な事務処理を図っていく。

評価コメント
当市の重要施策として継続していくうえで、年々事務量も増加するため、効率的な事業の推進を図る
必要がある。

業績測定指標
の評価

指標 コメント（目標に対する進捗状況など）

受給資格者証交付率（％） 今後も制度の周知に努めたい。

目標（見込） 目標（見込） 目標（見込）

実績 実績 実績

年度 目標 実績

受給資格者証交付率（％） 97.13 99.04 99.00 99.09 H27 99.00

指標（単位）

各年度の進捗状況
最　終

H24 H25 H26

実績 実績 目標（見込） 実績

平成24年度 対象を高校３年生相当年齢に拡大。助成件数２１９，８５５件、登録者数は１６，６３５人。

平成25年度 助成件数２３１，５３７件、登録者数は１６，５９５人。

平成26年度 助成件数２３０，８８０件、登録者数は１６，３４３人。

年　度 実　　績

96 

98 

100 

H24 H25 H26 H27

受給資格者証交付率（％）

目標（見込） 実績

最終

0 

1 

1 

H24 H25 H26

目標（見込） 実績

最終

0 

1 

1 

H24 H25 H26

目標（見込） 実績

最終
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基本目標５

● 事業の位置づけ

● 事業の内容

● 投入コスト（千円）

総事業費 13,334 13,830 19,431

人件費 939 919 902

一般 12,395 12,911 18,259

人件費
職員数（人工） 0.16 0.16 0.16

小山

その他

事
業
費
の
財
源
内
訳

（
人
件
費
は
除
く
）

国補

防衛

財繰

負担

270

市債

県補

H24 H25 H26

事業費 12,395 12,911 18,529

見直し改善の
経過

制度のPRにつとめ、利用者の拡大を図るとともに、高額な不妊治療にかかる経済的負担を軽減する
ため、助成の限度額の見直しを行い、平成22年度から助成額を1年度10万円から20万円に増額した。
平成26年度から一般不妊治療（人工授精）費用の助成を拡充した。

市民満足度調
査結果（H25）

項　　目 満足度 重要度

手段
（どのようなや

り方で）

不妊治療費用の2分の1以内で1年度につき20万円を限度として、同一夫婦5年度間まで助成する。一
般不妊治療（人工授精）費用については、10分の7以内（上限63,000円）2年間まで助成する。

成果
（どのような状
態にしたいか）

不妊に悩む夫婦の問題解決がなされ、妊娠、出産につながることは、少子化対策推進の一助となるも
のである。

事業の背景・
住民の意向

不妊に悩む夫婦が増えている昨今、不妊治療の中には医療保険適用にならない高額な治療があり経
済的、精神的負担も大きい。少子化対策の一つとして不妊治療医療費助成を平成19年度から開始し
たが、県の助成制度も拡充しており、さらに経済的負担の軽減を図るため制度の充実が望まれてい
る。

個別計画での位置づけ 御殿場市次世代育成支援対策行動計画

目的
（何のために）

不妊治療に係る経済的・精神的な負担の軽減を図り、少子化対策を推進する。

対象
（誰・何を）

医療保険の適用にならない体外受精、顕微授精、人工授精などの不妊治療を受けている夫婦

基本計画にお
ける位置づけ

基本政策 5-3　　少子化への対応 関連
政策政策 5-3-1　少子化への対応

53106-030

所管部署 健康福祉部　健康推進課　母子保健スタッフ

根拠法令・要綱等 少子化社会対策基本法

期間 平成 19　年度 ～ 平成

事業名 不妊治療医療費助成事業 整理番号

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H24 H25 H26

投入コスト（千円）

国補

防衛

県補

市債

財繰

負担

小山

その他

一般

人件費
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基本目標５

● 事業の実績

● 業績測定指標

H24 H25 H26 H24 H25 H26 H24 H25 H26

120.0 130.0 #N/A #N/A #N/A #N/A

104.0 110.0 160.0 #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A

● 事業の評価

・担当所属による自己評価

・担当部長による評価

所
属
長
評
価

課題等
平成26年度から一般不妊治療（人工受精）費用も対象にしたことから、申請件数、助成額とも着実に
増えている。
県の助成制度も拡充傾向にあり、今後も申請者の増加が見込まれる。

改善内容、
今後の方向

性等

今後も国・県の助成制度の動向に注視しながら、市の助成制度との均衡性を保ち、助成制度の周知と
充実を図ったいきたい。

評価コメント
東部市長会における助産師養成学科の要望が叶えば、将来的に東部地区に助産師が増え、産科医
が不妊治療に専念できる環境ができる。時間を要してもこの要望は継続していきたい。

業績測定指標
の評価

指標 コメント（目標に対する進捗状況など）

申請件数（件）
申請件数、申請額ともに年々増加している。平成26年度から一般不妊治療
（人工授精）の県補助制度が創設されたことのより制度の見直しが必要とな
る。相談環境（ハード面）に課題があるが別室を使用する等工夫している。

目標（見込） 目標（見込） 目標（見込）

実績 実績 実績

年度 目標 実績

申請件数（件） 104 110 120 160 H27 130

指標（単位）

各年度の進捗状況
最　終

H24 H25 H26

実績 実績 目標（見込） 実績

平成24年度 申請件数104件（84組）　助成額12,394,808円

平成25年度 申請件数110件（89組）　助成額12,910,205円

平成26年度 申請件数160件（128組）　助成額18,528,846円

年　度 実　　績

0 

100 

200 

H24 H25 H26

申請件数（件）

目標（見込） 実績

最終

0 

1 

1 

H24 H25 H26

目標（見込） 実績

最終

0 

1 

1 

H24 H25 H26

目標（見込） 実績

最終
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基本目標５

● 事業の位置づけ

● 事業の内容

● 投入コスト（千円）

総事業費 70,413 64,265 65,693

人件費 11,728 8,615 8,453

一般

人件費
職員数（人工） 2.00 1.50 1.50

小山

その他 58,685 55,650 57,240

事
業
費
の
財
源
内
訳

（
人
件
費
は
除
く
）

国補

防衛

財繰

負担

市債

県補

H24 H25 H26

事業費 58,685 55,650 57,240

見直し改善の
経過

民間へ委託することにより経費の削減と業務の効率化が図れると判断された。

市民満足度調
査結果（H25）

項　　目 満足度 重要度

手段
（どのようなや

り方で）
民間への業務の委託

成果
（どのような状
態にしたいか）

民間への委託により経費の削減が図れる。専門職対応による水道料金の収納率向上が図れる。

事業の背景・
住民の意向

水道メータ検針員の高齢化が進み、職員の検針業務、料金徴収業務への負担が増加している中で、
民間委託により経費の削減と業務の効率化を図る。

個別計画での位置づけ

目的
（何のために）

業務範囲を選定し、検針業務、料金の徴収及び収納業務を民間に委託し、検針業務並びに料金徴収
業務の効率化を図る。

対象
（誰・何を）

水道使用者

基本計画にお
ける位置づけ

基本政策 5-4　　行政改革の推進 関連
政策政策 5-4-1　行政運営の効率化

54106-010

所管部署 環境水道部　水道業務課　管理スタッフ

根拠法令・要綱等

期間 平成 23　年度 ～ 平成 28　年度

事業名 水道料金徴収等業務民間委託事業 整理番号

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

H24 H25 H26

投入コスト（千円）

国補

防衛

県補

市債

財繰

負担

小山

その他

一般

人件費
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基本目標５

● 事業の実績

● 業績測定指標

H24 H25 H26 H28 H24 H25 H26 H24 H25 H26

99.9 99.9 1700.0 1700.0 #N/A #N/A

99.8 99.6 99.9 #N/A 1175.0 1856.0 2159.0 #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A

● 事業の評価

・担当所属による自己評価

・担当部長による評価

所
属
長
評
価

課題等
委託業務が業務提案書に基づき遂行されているか状況把握を行うため、定期的に指導、助言、相談
を行う必要がある。

改善内容、
今後の方向

性等

平成２８年度末において、現在の委託業者との契約が満了するため、業者選定方法含め、平成２９年
度以降の委託業務概要についての方針決定が必要である。

評価コメント
収納率や経費削減額において民間委託の成果が出てきており評価できる。引き続き適正な業務委託
を進める一方、次期業者選定について方針決定し、事務を進める必要がある。

業績測定指標
の評価

指標 コメント（目標に対する進捗状況など）

各年度の2年前の最終収納率（％）
各年度末における2年前の料金の収納率を表しており、この時点での未収
料金が不能欠損する金額となります。委託前に残っていた大口の滞納者が
減った事から目標値を上回る事が出来ました。

経費削減額（万円）
委託前のH23年度との比較を表しています。当初の予定より早めに目標値
を上回る事が出来ましたが、今後も一層の経営努力をしていきます。

目標（見込） 目標（見込） 目標（見込）

実績 実績 実績

経費削減額（万円） 1,175 1,856 1,700 2,159 H28 1,700

年度 目標 実績

各年度の2年前の最終収納率
（％）

99.75 99.64 99.85 99.92 H28 99.90

指標（単位）

各年度の進捗状況
最　終

H24 H25 H26

実績 実績 目標（見込） 実績

平成24年度 水道料金徴収等業務委託の開始

平成25年度 水道料金徴収等業務民間委託会社の業務管理監督

平成26年度 水道料金徴収等業務民間委託会社の業務管理監督

年　度 実　　績

99 

100 

100 

100 

H24 H25 H26 H28

各年度の2年前の最終収納率（％）

目標（見込） 実績

最終

0 

1,000 

2,000 

3,000 

H24 H25 H26

経費削減額（万円）

目標（見込） 実績

最終

0 

1 

1 

H24 H25 H26

目標（見込） 実績

最終
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基本目標５

● 事業の位置づけ

● 事業の内容

● 投入コスト（千円）

総事業費 135 10,690 10,141

人件費 135 690 141

一般 10,000 10,000

人件費
職員数（人工） 0.02 0.12 0.03

小山

その他

事
業
費
の
財
源
内
訳

（
人
件
費
は
除
く
）

国補

防衛

財繰

負担

市債

県補

H24 H25 H26

事業費 0 10,000 10,000

見直し改善の
経過

市民満足度調
査結果（H25）

項　　目 満足度 重要度

手段
（どのようなや

り方で）

平成25年度から平成27年度の間に、計30,000千円相当の株式を計画的に（毎年10,000千円ずつ）取
得する。

成果
（どのような状
態にしたいか）

御殿場型NPMの一端を担う御殿場総合サービス株式会社の経営安定を図ることにより、同社が行う
市民サービスの安定供給が図られる。

事業の背景・
住民の意向

御殿場総合サービス株式会社は、公共施設の管理・運営業務を中心に行政サービス窓口業務の受
託、観光プランの企画等、市の公的な業務に多く携わっており、そのサービスの多くが広く市民に享受
されています。

個別計画での位置づけ

目的
（何のために）

市が資本の100%を出資する御殿場総合サービス株式会社の経営安定を図るため

対象
（誰・何を）

御殿場総合サービス株式会社

基本計画にお
ける位置づけ

基本政策 5-4　　行政改革の推進 関連
政策政策 5-4-1　行政運営の効率化

54106-020

所管部署 企画部　企画課　企画政策スタッフ

根拠法令・要綱等

期間 平成 25　年度 ～ 平成 27　年度

事業名 御殿場総合サービス株式会社出資金増資事業 整理番号

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H24 H25 H26

投入コスト（千円）

国補

防衛

県補

市債

財繰

負担

小山

その他

一般

人件費
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基本目標５

● 事業の実績

● 業績測定指標

H24 H25 H26 H27 H24 H25 H26 H27 H24 H25 H26

800.0 1000.0 23.8 25.8 #N/A #N/A

#N/A 600.0 800.0 #N/A 37.1 21.8 12.6 #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A

● 事業の評価

・担当所属による自己評価

・担当部長による評価

所
属
長
評
価

課題等
売電収入も順調に増加するが、太陽光発電事業借入金返済が当分の間相殺する形となり経営の重し
となる。

改善内容、
今後の方向

性等

今後、スポーツツーリズム事業・森林整備事業等が収入の柱となれば、経営基盤の強化が図られ、自
己資本比率も向上していくものと思料する。

評価コメント
増資により事業活動の幅が広がり、活動内容の質の向上もできるなか様々な市民サービスの向上や
効果的な御殿場市のPRに寄与できるものと考えられる。

業績測定指標
の評価

指標 コメント（目標に対する進捗状況など）

総取得株式数（株）
計画どおりに株式を取得（出資）し、御殿場総合サービス株式会社の安定経
営に寄与した。

自己資本比率（％）
平成25年度から実施している食肉センター跡地利活用事業等の新規事業
への投資により自己資本比率が減少した。

目標（見込） 目標（見込） 目標（見込）

実績 実績 実績

自己資本比率（％） 37 22 24 13 H27 26

年度 目標 実績

総取得株式数（株） 600.0 800 800.0 H27 1,000.0

指標（単位）

各年度の進捗状況
最　終

H24 H25 H26

実績 実績 目標（見込） 実績

平成24年度 -

平成25年度 取得株式数：200株（1株当たり50,000円、出資額：10,000,000円）、総取得株式数：600（株）

平成26年度 取得株式数：200株（1株当たり50,000円、出資額：10,000,000円）、総取得株式数：800（株）

年　度 実　　績

0 

500 

1,000 

1,500 

H24 H25 H26 H27

総取得株式数（株）

目標（見込） 実績

最終

0 

20 

40 

H24 H25 H26 H27

自己資本比率（％）

目標（見込） 実績

最終

0 

1 

1 

H24 H25 H26

目標（見込） 実績

最終
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基本目標５

● 事業の位置づけ

● 事業の内容

● 投入コスト（千円）

総事業費 0 0 1,743

人件費 0 0 508

一般 971

人件費
職員数（人工） 0.09

小山 264

その他

事
業
費
の
財
源
内
訳

（
人
件
費
は
除
く
）

国補

防衛

財繰

負担

市債

県補

H24 H25 H26

事業費 0 0 1,235

見直し改善の
経過

市民満足度調
査結果（H25）

項　　目 満足度 重要度

手段
（どのようなや

り方で）
アクティブディレクトリ及びファイルサーバ並びに外部媒体接続禁止装置の導入（リース方式）

成果
（どのような状
態にしたいか）

情報セキュリティーの強化及び情報の共有化が図られる。

事業の背景・
住民の意向

ノートＰＣ内に個人情報を含めた行政データを保存している状態では、盗難やデータの紛失など情報
漏洩のおそれがある。情報セキュリティーの強化については社会的に非常に重要な事項となってい
る。

個別計画での位置づけ

目的
（何のために）

ノートＰＣ内にある個人情報を含め行政データの盗難や紛失などの情報漏洩を防ぐとともに、業務の効
率化を図る。

対象
（誰・何を）

広域行政組合職員

基本計画にお
ける位置づけ

基本政策 5-4　　行政改革の推進 関連
政策政策 5-4-1　行政運営の効率化

54107-010

所管部署 御殿場市・小山町広域行政組合　庶務課　広域総務スタッフ

根拠法令・要綱等

期間 平成 26　年度 ～ 平成 30　年度

事業名 広域行政組合アクティブディレイクトリ・ファイルサーバシステム導入事業 整理番号

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

H24 H25 H26

投入コスト（千円）

国補

防衛

県補

市債

財繰

負担

小山

その他

一般

人件費
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基本目標５

● 事業の実績

● 業績測定指標

H24 H25 H26 H24 H25 H26 H24 H25 H26

#N/A 100.0 #N/A #N/A #N/A #N/A

#N/A #N/A 15.0 #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A

● 事業の評価

・担当所属による自己評価

・担当部長による評価

所
属
長
評
価

課題等
情報管理に対する社会的責任が増している中、ＰＣ本体にデータを保存していた現状は盗難や情報漏
洩の危険性が高く、早急な対策が求められている。

改善内容、
今後の方向

性等

擬似新クライアント化することで、情報漏洩やコンピューターウイルスに対する備えを飛躍的に向上さ
せることができるため、導入後は、運用の中で適正なファイル管理と業務の効率化を図ることが可能に
なる。

評価コメント
個人情報の漏洩など業務遂行する中で、情報セキュリティーの強化は必要である。リースにすること
で、単年度の財源負担が軽減される。

業績測定指標
の評価

指標 コメント（目標に対する進捗状況など）

事業進捗率（％）
アクティブディレクトリ及びファイルサーバ並びに外部媒体接続の禁止装置
の導入により個人情報を含めた行政データの盗難や紛失などの情報漏洩を
防ぐことができ、業務の効率化が図れた。

目標（見込） 目標（見込） 目標（見込）

実績 実績 実績

年度 目標 実績

事業進捗率（％） - - - 15 H30 100

指標（単位）

各年度の進捗状況
最　終

H24 H25 H26

実績 実績 目標（見込） 実績

平成24年度 -

平成25年度 -

平成26年度
アクティブディレクトリ及びファイルサーバーを導入し、以降平成３０年度までのリース契約を締結して、
運用と保守を行う。(H26支払額１，２３４，４４０円)

年　度 実　　績

0 

50 

100 

150 

H24 H25 H26

事業進捗率（％）

目標（見込） 実績

最終

0 

1 

1 

H24 H25 H26

目標（見込） 実績

最終

0 

1 

1 

H24 H25 H26

目標（見込） 実績

最終
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基本目標５

● 事業の位置づけ

● 事業の内容

● 投入コスト（千円）

総事業費 0 7,529 8,583

人件費 0 29 68

一般 7,500 4,035

人件費
職員数（人工） 0.005 0.012

小山

その他

事
業
費
の
財
源
内
訳

（
人
件
費
は
除
く
）

国補

防衛

財繰 4,480

負担

市債

県補

H24 H25 H26

事業費 0 7,500 8,515

見直し改善の
経過

　事業費の単年度での軽減を図るため債務負担の複数年度事業とした。また、家屋経年異動表示図
を土地現況図との併用表示図とし課税経費の節減を図った。

市民満足度調
査結果（H25）

項　　目 満足度 重要度

手段
（どのようなや

り方で）

３年に１度の間隔で、航空写真を撮影し、統合型ＧＩＳに写真などの必要なデータを取込み、写真等の
対比により、家屋の新増築及び取壊し並びに土地利用の状況を把握し、課税事務の効率化を図る。

成果
（どのような状
態にしたいか）

航空写真は、課税漏れや課税誤謬等を正す一手段として活用し、効率的に課税の適正・公平化が図
られる。また、他の部署でも地図情報として有効利用されている。

事業の背景・
住民の意向

「航空写真を活用した固定資産の現況調査の推進について」（平成５年６月２２日付け総務省資産評
価室長通知）によるもの。また納税者からの土地、家屋の評価等に関する問合せの際、航空写真を活
用することで分かりやすい説明ができるため、住民からも信頼度が高い。

個別計画での位置づけ

目的
（何のために）

固定資産課税客体を的確に把握し、評価の適正化、課税の公平化及び効率化を図る。

対象
（誰・何を）

市内全域の家屋及び土地

基本計画にお
ける位置づけ

基本政策 5-4　　行政改革の推進 関連
政策政策 5-4-2　財政の健全化

54201-030

所管部署 総務部　課税課　家屋スタッフ

根拠法令・要綱等 地方税法第408条

期間 平成 3　年度 ～ 平成

事業名 固定資産課税資料整備事業 整理番号

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

H24 H25 H26

投入コスト（千円）

国補

防衛

県補

市債

財繰

負担

小山

その他

一般

人件費
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基本目標５

● 事業の実績

● 業績測定指標

H24 H25 H26 H30 H24 H25 H26 H24 H25 H26

30.0 0.0 21000.0 21000.0 #N/A #N/A

95.0 62.0 159.0 #N/A 17248.0 15908.0 24598.0 #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A

● 事業の評価

・担当所属による自己評価

・担当部長による評価

所
属
長
評
価

課題等

固定資産税の課税対象物件数は膨大であり、限られた期間で異動等を把握するため、航空写真によ
る調査が大きな役割を果たしており、定期的な撮影及び資料整備が必要である。また、市要綱改正
（H26.2）に伴い、税の過誤納に係る還付対応が最大２０年間まで長期化したことにより、過去の状況確
認用基礎資料としての重要性も高まっており、過年度データのストックと活用が求められる。

改善内容、
今後の方向

性等

固定資産課税客体の動向を把握する手段として、航空写真の活用は現在最も有効かつ効率的である
ことから、本事業を今後も継続して実施していく必要がある。

評価コメント
目標値を上回る実績を達成できている。
本事業は、課税資料のほか、都市計画、防災対策にも活用でき、継続して実施していく必要がある。

業績測定指標
の評価

指標 コメント（目標に対する進捗状況など）

土地・家屋台帳修正件数
チェック機能の一つである航空写真を更新したことにより、増減築家屋や滅
失家屋を確認し、修正が増加した。

GISアクセス件数
ＧＩＳには、２５年度撮影の航空写真がセットアップされているので、写真と現
況が合わない部分も少なくなり、アクセス数が増加している。

目標（見込） 目標（見込） 目標（見込）

実績 実績 実績

GISアクセス件数 17,248 15,908 21,000 24,598 H30 21,000

年度 目標 実績

土地・家屋台帳修正件数 95 62 30 159 H30 0

指標（単位）

各年度の進捗状況
最　終

H24 H25 H26

実績 実績 目標（見込） 実績

平成24年度 未実施

平成25年度
①デジタル航空写真調達１１４．２３㎢
②写真地図調達 １１４．２３㎢
③デジタル航空写真とその写真地図

平成26年度
①家屋現況図更新データ
②デジタル航空写真データ及び①の統合型GISセットアップ
③家屋経年異動判読調査関連データ

年　度 実　　績

0 

100 

200 

H24 H25 H26 H30

土地・家屋台帳修正件数

目標（見込） 実績

最終

0 

10,000 

20,000 

30,000 

H24 H25 H26

GISアクセス件数

目標（見込） 実績

最終

0 

1 

1 

H24 H25 H26

目標（見込） 実績

最終
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基本目標５

● 事業の位置づけ

● 事業の内容

● 投入コスト（千円）

総事業費 11,658 13,085 12,123

人件費 5,864 6,892 6,199

一般 3,387 3,720 3,808

人件費
職員数（人工） 1.00 1.20 1.10

小山

その他 1,308 1,354 1,036

事
業
費
の
財
源
内
訳

（
人
件
費
は
除
く
）

国補

防衛

財繰

負担 1,099 1,119 1,080

市債

県補

H24 H25 H26

事業費 5,794 6,193 5,924

見直し改善の
経過

内部講師の起用、階層別研修の他市との共同開催等により経費縮減を図っている。業務に直接関連
する実務研修を実施するとともに、派遣型階層別研修の派遣先を変更し研修内容をより受講階層に適
したものとした。また、職員の意識改革、組織力向上等のため人事評価制度を試行実施している。

市民満足度調
査結果（H25）

項　　目 満足度 重要度

手段
（どのようなや

り方で）

人材育成基本方針に基づき、自主研修、職場内研修及び職場外研修等の職員研修を行う。また、人
事評価制度の試行を継続実施する。

成果
（どのような状
態にしたいか）

公務員に求められる職員として必要な知識やスキルを得ることができる。また、豊かで柔軟な思考力
や創造力、行動力を身に付けるとともに意識改革、マネジメント能力の向上により、職場の活性化、市
民サービスの向上及び円滑で効率的な行政経営が図られる。

事業の背景・
住民の意向

厳しい社会経済情勢下での行政課題や市民ニーズ等に公正・適確に対応するため、必要な能力を効
果的・効率的に習得させ、組織力を高めるための長期的視野に立った人材育成が必要である。

個別計画での位置づけ

目的
（何のために）

　人材育成基本方針に基づき職員の資質向上を図るとともに意識改革を促し、行政が果たすべき役割
を考え行動できる職員の育成と、新公共経営を担える組織力の向上を目指す。

対象
（誰・何を）

全職員（臨時職員を含む）

基本計画にお
ける位置づけ

基本政策 5-4　　行政改革の推進 関連
政策政策 5-4-3　人材の育成

54302-010

所管部署 総務部　人事課　人事研修スタッフ

根拠法令・要綱等 地方公務員法第３９条

期間 昭和 29　年度 ～ 平成

事業名 人材育成事業 整理番号
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4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H24 H25 H26

投入コスト（千円）

国補

防衛

県補

市債

財繰

負担

小山

その他

一般

人件費
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基本目標５

● 事業の実績

● 業績測定指標

H24 H25 H26 H24 H25 H26 H24 H25 H26

95.0 100.0 95.0 100.0 100.0 100.0

89.1 89.4 88.9 #N/A 89.9 90.6 89.5 #N/A 98.2 98.8 98.4 #N/A

● 事業の評価

・担当所属による自己評価

・担当部長による評価

所
属
長
評
価

課題等

厳しい社会経済情勢下での行政課題や複雑多岐にわたる市民ニーズなどに的確に対応するため、必
要な職能スキルを効果的・効率的に習得させると同時に、組織力を高め、質の高い行政サービスを将
来に渡って持続的に提供するために、長期的視野に立った人材育成のための経験機会・研修を提供
しなければならない。

改善内容、
今後の方向

性等

人材育成基本方針に基づき、異動・評価・目標管理などを含めた人材育成の方策とあわせ、研修・派
遣事業のあり方をより効果的なものにするために常に見直していく必要がある。

評価コメント
一定の成果をあげている。市民サービスの向上、市の発展を推進するためには、「職員力」が大きな
原動力となる。コストをかけず、一人一人の資質向上とあわせ、職員が一体感をもって「市民のため」
に力を尽くせるよう、より効果的な人材育成を、継続して実施していく必要がある。

業績測定指標
の評価

指標 コメント（目標に対する進捗状況など）

職員研修を業務に役立てている職
員割合（％）

階層別研修や職能研修等の集合研修は当初の計画に基づき実施し、各階
層に求められる知識・能力の向上や能力開発等に資することができた。派
遣研修についても、ほぼ計画どおりに実施し専門的な知識・技術を習得する
ことができたものと考える。試行中の人事評価制度も継続実施し、マネジメ
ント能力や業務改善意識の向上等を図ることができた。
研修自体は計画どおり実施しているが、ここ数年、業績測定指標の実績値
が横ばいで推移していることから、講師の選定から講義内容に至るまでを再
精査し、より効果的・実践的かつ意識改革等に資する研修を実施するため
に先進事例等を検証し、当市の人材育成に反映させたい。

業務改善への意識を持って仕事を
している職員割合（％）

市民の視点に立って仕事をしてい
る職員割合（％）

目標（見込） 目標（見込） 目標（見込）

実績 実績 実績

市民の視点に立って仕事をしてい
る職員割合（％）

98.2 98.8 100 98.4 H27

業務改善への意識を持って仕
事をしている職員割合（％）

89.9 90.6 95.0 89.5 H27 100

100

年度 目標 実績

職員研修を業務に役立てている
職員割合（％）

89.1 89.4 95.0 88.9 H27 100

指標（単位）

各年度の進捗状況
最　終

H24 H25 H26

実績 実績 目標（見込） 実績

平成24年度 全９０種の研修を、延べ１，３３０人が受講

平成25年度 全７９種の研修を、延べ１，１６５人が受講

平成26年度 全７９種の研修を、延べ１，０６２人が受講

年　度 実　　績

80 

90 

100 

110 

H24 H25 H26

職員研修を業務に役立てている職員

割合（％）

目標（見込） 実績

最終

80 

90 

100 

110 

H24 H25 H26

業務改善への意識を持って仕事をし

ている職員割合（％）

目標（見込） 実績

最終

97 

98 

99 

100 

101 

H24 H25 H26

市民の視点に立って仕事をしている

職員割合（％）

目標（見込） 実績

最終
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基本目標５

● 事業の位置づけ

● 事業の内容

● 投入コスト（千円）

総事業費 58,976 103,168 85,880

人件費 3,636 3,561 3,494

一般 920 11,692 13,791

人件費
職員数（人工） 0.62 0.62 0.62

小山

その他

事
業
費
の
財
源
内
訳

（
人
件
費
は
除
く
）

国補

防衛 54,420 87,915 68,595

財繰

負担

市債

県補

H24 H25 H26

事業費 55,340 99,607 82,386

見直し改善の
経過

市民満足度調
査結果（H25）

項　　目 満足度 重要度

4　農林業施策への取り組み -0.02 0.53

手段
（どのようなや

り方で）

防衛施設周辺の生活環境の整備などに関する法律第３条の障害防止工事により国（防衛省）から委
託を受け、年次計画により演習場内の治山治水工事を実施する。（全額国費）

成果
（どのような状
態にしたいか）

演習場内からの、洪水及び土砂被害等の防止又は軽減が図られる。

事業の背景・
住民の意向

東富士演習場使用協定に基づき実施。
東富士演習場土地賃貸借契約に関する要望に基づき実施。

個別計画での位置づけ

目的
（何のために）

演習場内から演習場外への、洪水及び土砂被害等の防止を図る。

対象
（誰・何を）

演習場内からの洪水等による障害の防止または軽減の必要な個所。

基本計画にお
ける位置づけ

基本政策 5-6　　演習場と市民生活 関連
政策

2-5-3　環境共生型の治山・治水と浸水被害防止

政策 5-6-1　演習場周辺生活環境整備事業の推進

56101-010

所管部署 産業部　農林整備課　農林整備スタッフ

根拠法令・要綱等 東富士演習場内治山治水対策事業に関する委託契約及び委託要領

期間 昭和 34　年度 ～ 平成

事業名 東富士演習場内治山治水対策事業（３条：受託事業） 整理番号

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

H24 H25 H26

投入コスト（千円）

国補

防衛

県補

市債

財繰

負担

小山

その他

一般

人件費
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基本目標５

● 事業の実績

● 業績測定指標

H24 H25 H26 H27 H24 H25 H26 H24 H25 H26

45.0 50.0 #N/A #N/A #N/A #N/A

24.0 34.0 42.0 #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A

● 事業の評価

・担当所属による自己評価

・担当部長による評価

所
属
長
評
価

課題等
東富士演習場使用協定及び東富士演習場土地賃貸借契約に関する要望に基づき実施しているが、
要望数は多い。

改善内容、
今後の方向

性等

今後も、東富士演習場使用協定及び東富士演習場土地賃貸借契約に関する要望に基づき実施され
るよう推進していく。

評価コメント
東富士演習場使用協定及び東富士演習場土地賃貸借契約に基づいた事業であり、市民生活の安全
には、演習場内の治山治水工事は必要である。

業績測定指標
の評価

指標 コメント（目標に対する進捗状況など）

事業進捗数（H21からの累計）（箇
所）

計画した事業は、順次整備しているが、要望数に対して実施が追い付かな
い。

目標（見込） 目標（見込） 目標（見込）

実績 実績 実績

年度 目標 実績

事業進捗数（H21からの累計）
（箇所）

24 34 45 42 H27 50

指標（単位）

各年度の進捗状況
最　終

H24 H25 H26

実績 実績 目標（見込） 実績

平成24年度
農林４号流路工Ｌ＝１６６．９ｍ　平塚道流路工Ｌ＝１１０．１ｍ　上高塚法面整正工Ｎ＝１式　調節池保
全業務Ｎ＝８個所　井戸沢流路工・畑岡貯砂池測量設計業務Ｎ＝２箇所

平成25年度
平塚道流路工Ｌ＝９９．５ｍ　井戸沢流路工Ｌ＝４７ｍ　五郎作川排砂工Ｖ＝６，３４０㎥　久保川承水路
排砂工Ｖ＝９，６０１㎥　畑岡排砂工Ｖ＝４，６１０㎥　調節池保全業務Ｎ＝５個所　調節地測量調査業
務Ｎ＝９箇所　高塚流路工測量設計業務Ｌ＝５００ｍ

平成26年度
平塚道流路工Ｌ＝９６．１ｍ　井戸沢流路工Ｌ＝２２９．８ｍ　高塚流路工Ｌ＝１２４．８ｍ　調節池保全業
務Ｎ＝５個所　高畑流路工測量設計業務Ｌ＝２９０．０ｍ

年　度 実　　績
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60 

H24 H25 H26 H27

事業進捗数（H21からの累計）（箇所）

目標（見込） 実績

最終

0 

1 

1 

H24 H25 H26

目標（見込） 実績

最終

0 

1 

1 

H24 H25 H26

目標（見込） 実績

最終
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基本目標５

● 事業の位置づけ

● 事業の内容

● 投入コスト（千円）

総事業費 40,684 42,024 40,627

人件費 1,232 1,207 1,184

一般 226 3,729 4,074

人件費
職員数（人工） 0.21 0.21 0.21

小山

その他

事
業
費
の
財
源
内
訳

（
人
件
費
は
除
く
）

国補

防衛 39,226 37,088 35,369

財繰

負担

市債

県補

H24 H25 H26

事業費 39,452 40,817 39,443

見直し改善の
経過

場内の樹種転換の検討（松くい虫対策）

市民満足度調
査結果（H25）

項　　目 満足度 重要度

4　農林業施策への取り組み -0.02 0.53

手段
（どのようなや

り方で）
国（防衛省）からの委託により、植林地の撫育管理を行う。

成果
（どのような状
態にしたいか）

国有地内防災水源林及び緑地帯の機能保持ができる。

事業の背景・
住民の意向

東富士演習場使用協定に基づく事業

個別計画での位置づけ

目的
（何のために）

東富士演習場使用協定に基づいて造成された国有地内の防災水源林及び緑地帯の機能保持

対象
（誰・何を）

東富士演習場内の約４９０ｈａの森林

基本計画にお
ける位置づけ

基本政策 5-6　　演習場と市民生活 関連
政策

2-5-3　環境共生型の治山・治水と浸水被害防止

政策 5-6-1　演習場周辺生活環境整備事業の推進

56101-030

所管部署 産業部　農林整備課　農林整備スタッフ

根拠法令・要綱等 東富士演習場内緑地帯設置等委託要領

期間 昭和 36　年度 ～ 平成

事業名 緑地帯設置事業 整理番号
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市債

財繰

負担

小山

その他

一般

人件費
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基本目標５

● 事業の実績

● 業績測定指標

H24 H25 H26 H27 H24 H25 H26 H24 H25 H26

100.0 100.0 #N/A #N/A #N/A #N/A

100.0 100.0 100.0 #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A

● 事業の評価

・担当所属による自己評価

・担当部長による評価

所
属
長
評
価

課題等 東富士演習場使用協定に基づく事業であり、場内の樹種転換を検討・推進（松くい虫対策）していく。

改善内容、
今後の方向

性等
協定に基づき、国・権利者団体と共に実施していく。

評価コメント 東富士演習場使用協定に基づく事業であり、緑地帯の機能保持は欠かせない。

業績測定指標
の評価

指標 コメント（目標に対する進捗状況など）

年間事業進捗率（％） 予定通りに進捗している。

目標（見込） 目標（見込） 目標（見込）

実績 実績 実績

年度 目標 実績

年間事業進捗率（％） 100 100 100 100 H27 100

指標（単位）

各年度の進捗状況
最　終

H24 H25 H26

実績 実績 目標（見込） 実績

平成24年度
下刈：１２．６９ha　追肥：２．０８ha　除伐：２０．５ha　防火帯設置：４４．０４ha　間伐：２５．３２ha　枝打：
２５．３２ha　樹種転換植栽：０．６６ha　標識柱設置：４本　チップ粉砕処理：１３２．０㎥　チップ処分：１８
４．０㎥

平成25年度
下刈：１４．５０ha　追肥：１．９３ha　除伐：１０．７８ha　防火帯設置：４４．０４ha　間伐：２４．８１ha　枝
打：１８．２７ha　樹種転換植栽：０．４０ha　標識柱設置：３本　チップ粉砕処理：７８．０㎥　チップ処分：９
３．０㎥　木柱設置：４８本

平成26年度
下刈：１４．２０ha　追肥：１．２４ha　除伐：８．７８ha　防火帯設置：４４．６４ha　間伐：１５．５０ha　枝打：
１２．４４ha　補植：０．１６ｈａ　樹種転換植栽：０．４０ha　標識柱設置：３本　チップ粉砕処理：３５．０㎥
チップ処分：４２．０㎥

年　度 実　　績
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最終
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基本目標５

● 事業の位置づけ

● 事業の内容

● 投入コスト（千円）

総事業費 18,845 16,925 18,015

人件費 3,578 3,504 3,438

一般 1,267 321 1,577

人件費
職員数（人工） 0.61 0.61 0.61

小山

その他

事
業
費
の
財
源
内
訳

（
人
件
費
は
除
く
）

国補

防衛 14,000 13,100 13,000

財繰

負担

市債

県補

H24 H25 H26

事業費 15,267 13,421 14,577

見直し改善の
経過

市民満足度調
査結果（H25）

項　　目 満足度 重要度

4　農林業施策への取り組み -0.02 0.53

手段
（どのようなや

り方で）
農業用施設の整備（用排水路、取水工整備）

成果
（どのような状
態にしたいか）

用水量の安定確保及び維持管理費用・時間の節減が図られる。

事業の背景・
住民の意向

東富士演習場使用協定に基づき実施。
東富士演習場土地賃貸借契約に関する要望に基づき実施。

個別計画での位置づけ

目的
（何のために）

洪水時における浸水被害の軽減及び用水量を確保する。

対象
（誰・何を）

未整備の用排水路及びその受益者

基本計画にお
ける位置づけ

基本政策 5-6　　演習場と市民生活 関連
政策政策 5-6-1　演習場周辺生活環境整備事業の推進

56102-010

所管部署 産業部　農林整備課　農林整備スタッフ

根拠法令・要綱等

期間 昭和 55　年度 ～ 平成

事業名 東富士演習場関連公共用施設整備事業（９条用排水路） 整理番号
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一般
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基本目標５

● 事業の実績

● 業績測定指標

H24 H25 H26 H27 H24 H25 H26 H24 H25 H26

7.0 15.0 #N/A #N/A #N/A #N/A

6.0 6.0 7.0 #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A

● 事業の評価

・担当所属による自己評価

・担当部長による評価

所
属
長
評
価

課題等 東富士演習場使用協定及び東富士演習場土地賃貸借契約に関する要望に基づき実施している。

改善内容、
今後の方向

性等

今後も、東富士演習場使用協定及び東富士演習場土地賃貸借契約に関する要望に基づき推進を
図っていく。

評価コメント
東富士演習場使用協定及び東富士演習場土地賃貸借契約に基づいた事業であり、用水量の安定確
保は必要である。

業績測定指標
の評価

指標 コメント（目標に対する進捗状況など）

整備箇所数（H21からの累計）（箇
所）

整備箇所・延長ともに目標等の検討を要する。.

目標（見込） 目標（見込） 目標（見込）

実績 実績 実績

年度 目標 実績

整備箇所数（H21からの累計）
（箇所）

6 6 7 7 H27 15

指標（単位）

各年度の進捗状況
最　終

H24 H25 H26

実績 実績 目標（見込） 実績

平成24年度
カヌキワリ用排水路工事（竃地先）　Ｌ＝８９．４ｍ　駒門大丸用排水路工事（駒門地先）　Ｌ＝１３０．６
ｍ
永塚用排水路測量設計（永塚地先）　Ｌ＝３５０ｍ

平成25年度
カヌキワリ用排水路工事（竃地先）　Ｌ＝３４．７ｍ　駒門大丸用排水路工事（駒門地先）　Ｌ＝１２９．６
ｍ
永塚用排水路工事（永塚地先）　Ｌ＝９０．９ｍ

平成26年度
カヌキワリ用排水路工事（竃地先）　Ｌ＝３６．８ｍ　鮎沢用排水路工事（鮎沢地先）　Ｌ＝７５．６ｍ
永塚用排水路工事（永塚地先）　Ｌ＝１０４．６ｍ

年　度 実　　績
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H24 H25 H26

目標（見込） 実績

最終
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H24 H25 H26

目標（見込） 実績

最終

- 323 -



基本目標５

● 事業の位置づけ

● 事業の内容

● 投入コスト（千円）

総事業費 550,672 494,174 770,975

人件費 23,456 22,972 22,540

一般 7,095 6,726 44,220

人件費
職員数（人工） 4.00 4.00 4.00

小山

その他

事
業
費
の
財
源
内
訳

（
人
件
費
は
除
く
）

国補

防衛 374,491 327,596 583,737

財繰 124,630 114,880 54,578

負担

市債 21,000 22,000 65,900

県補

H24 H25 H26

事業費 527,216 471,202 748,435

見直し改善の
経過

市民満足度調
査結果（H25）

項　　目 満足度 重要度

3　道路や河川の整備 -0.26 1.27

手段
（どのようなや

り方で）
道路改良・舗装・舗装補修

成果
（どのような状
態にしたいか）

演習場周辺の生活環境の向上を図る効果がある。

事業の背景・
住民の意向

演習場使用に伴い障害を受ける地域住民は生活環境の改善を国に強く要望している。

個別計画での位置づけ

目的
（何のために）

演習場周辺の市道について改良・舗装を行い、生活環境の向上を図る。

対象
（誰・何を）

防衛施設の設置又は運営によって障害が生じる住民

基本計画にお
ける位置づけ

基本政策 5-6　　演習場と市民生活 関連
政策

3-3-1　道路網の整備

政策 5-6-1　演習場周辺生活環境整備事業の推進

56102-020

所管部署 都市建設部　道路河川課　建設企画スタッフ

根拠法令・要綱等 防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律

期間 昭和 57　年度 ～

事業名 防衛施設関連道路整備事業（８条） 整理番号
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基本目標５

● 事業の実績

● 業績測定指標

H24 H25 H26 H32 H24 H25 H26 H32 H24 H25 H26

8000.0 15203.0 52.6 100.0 #N/A #N/A

6549.0 7179.0 8167.7 #N/A 43.4 47.2 53.7 #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A

● 事業の評価

・担当所属による自己評価

・担当部長による評価

所
属
長
評
価

課題等
団地間、1-8として富士岡、原里、印野、玉穂、高根地区とも順調である。本事業を優先に進めている
が、過去に道路改良した路線で老朽化した道路も見受けられ、今後は新設の外に維持管理費にも充
当したい。

改善内容、
今後の方向

性等
新設及び維持管理も含め計画を立て、防衛施設局に要望して、維持管理費の経費節減を図る。

評価コメント 演習場設置に対応する障害防止事業であるので住民や関係団体とよく協議し、進められたい。

業績測定指標
の評価

指標 コメント（目標に対する進捗状況など）

団地間連絡道路整備延長（ｍ） 概ね順調に進行している。

団地間連絡道路整備率（％） 概ね順調に進行している。

目標（見込） 目標（見込） 目標（見込）

実績 実績 実績

団地間連絡道路整備率（％） 43.4 47.2 52.6 53.7 H32 100

年度 目標 実績

団地間連絡道路整備延長（ｍ） 6,549.0 7,179.0 8,000.0 8,167.7 H32 15,203

指標（単位）

各年度の進捗状況
最　終

H24 H25 H26

実績 実績 目標（見込） 実績

平成24年度 改良3箇所　L=699.0m　改良舗装1箇所　L=1,200.0m

平成25年度 改良2箇所　L=369.5m　改良舗装4箇所　L=1,017.0m

平成26年度 改良4箇所　L=601.2m　改良舗装4箇所　L=915.3m  橋台2箇所　橋脚1箇所

年　度 実　　績
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基本目標５

● 事業の位置づけ

● 事業の内容

● 投入コスト（千円）

総事業費 299,743 236,530 235,021

人件費 23,456 22,972 22,540

一般 2,747 3,547 17,743

人件費
職員数（人工） 4.00 4.00 4.00

小山

その他

事
業
費
の
財
源
内
訳

（
人
件
費
は
除
く
）

国補

防衛 243,540 184,042 193,269

財繰 5,277 7,569 369

負担

市債 24,723 18,400 1,100

県補

H24 H25 H26

事業費 276,287 213,558 212,481

見直し改善の
経過

市民満足度調
査結果（H25）

項　　目 満足度 重要度

3　道路や河川の整備 -0.26 1.27

手段
（どのようなや

り方で）
道路改良・舗装・舗装補修

成果
（どのような状
態にしたいか）

市道の新設改良工事を行い、住環境の改善及び向上を図る効果がある。

事業の背景・
住民の意向

演習場使用に伴い障害を受ける地域住民は生活環境の改善を国に強く要望している。

個別計画での位置づけ

目的
（何のために）

演習場周辺の市道について改良・舗装を行い、生活環境の向上を図る。

対象
（誰・何を）

防衛施設の設置又は運営によって障害を生じる住民

基本計画にお
ける位置づけ

基本政策 5-6　　演習場と市民生活 関連
政策

3-3-1　道路網の整備

政策 5-6-1　演習場周辺生活環境整備事業の推進

56102-030

所管部署 都市建設部　道路河川課　建設企画スタッフ

根拠法令・要綱等 防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律

期間 昭和 57　年度 ～

事業名 防衛施設関連道路整備事業（９条） 整理番号
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基本目標５

● 事業の実績

● 業績測定指標

H24 H25 H26 H32 H24 H25 H26 H30 H24 H25 H26

59.7 65.0 5.8 10.0 #N/A #N/A

59.5 59.6 62.8 #N/A 1.6 3.8 7.5 #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A

● 事業の評価

・担当所属による自己評価

・担当部長による評価

所
属
長
評
価

課題等
1・2級道路の整備はある程度進んでいるが、市街地を中心にまだまだ十分でなく、より一層の整備が
必要である。整備済みの幹線道路の舗装の傷みが目立ってきており、計画的な補修も課題となってい
る。

改善内容、
今後の方向

性等

道路改良の外、舗装修繕にも充当して、安全・安心の道路行政を推進する。
1年毎のSACO分を充当して事業の進捗を図る。

評価コメント 交付金の有効活用及び変動が大きいSACO分への柔軟な活用により事業を推進されたい。

業績測定指標
の評価

指標 コメント（目標に対する進捗状況など）

道路整備率（％）
道路構造令に該当する道路を整備しているが、予算不足と用地交渉等に時
間を要し、事業の進ちょくが図れない。

舗装補修累計延長（ｋｍ）（Ｈ24以
降）

幹線道路の舗装は、経年劣化が著しく、補修延長145,900ｍ工事費50億円も
の予算が必要であり、事故の要因とならぬよう集中的な対応が急務となる。

目標（見込） 目標（見込） 目標（見込）

実績 実績 実績

舗装補修累計延長（ｋｍ）（Ｈ24
以降）

1.56 3.76 5.77 7.45 H30 10.00

年度 目標 実績

道路整備率（％） 59.5 59.6 59.7 62.8 H32 65.0

指標（単位）

各年度の進捗状況
最　終

H24 H25 H26

実績 実績 目標（見込） 実績

平成24年度 改良4箇所　L=267.8m　改良舗装5箇所　L=756.0ｍ　うち歩道1箇所　L=164.6m

平成25年度 改良1箇所　L=127.5m　舗装1箇所　L=119.4ｍ　舗装補修　L=390.0m

平成26年度 改良1箇所　L=56.6m　改良舗装2箇所　L=329.7ｍ　舗装補修　L=1559.2m

年　度 実　　績
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最終
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目標（見込） 実績

最終
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基本目標５

● 事業の位置づけ

● 事業の内容

● 投入コスト（千円）

総事業費 0 0 20,358

人件費 0 0 564

一般

人件費
職員数（人工） 0.10

小山

その他

事
業
費
の
財
源
内
訳

（
人
件
費
は
除
く
）

国補

防衛

財繰 19,794

負担

市債

県補

H24 H25 H26

事業費 0 0 19,794

見直し改善の
経過

平成２３年度に整備されていない地区に事業趣旨を説明し、今後の検討を依頼。

市民満足度調
査結果（H25）

項　　目 満足度 重要度

手段
（どのようなや

り方で）

「市民の森」づくりの趣旨である「森林を積極的に保全、再生」する観点から、自然林への樹種転換を
含めた再生整備を行う。

成果
（どのような状
態にしたいか）

多くの市民が自然に親しむことができ、森林の持つ公益性に関する理解が進む。また、森林の適正管
理が図られる。

事業の背景・
住民の意向

市民が誇りと希望に満ち、より明るく元気の出る御殿場を目指すため、新世記の出発期にふさわしい
「新世紀記念事業」の施策の一つとして位置づけられスタートした。

個別計画での位置づけ

目的
（何のために）

２１世紀を迎え未来への遺産づくりとして、御殿場市の自然景観や資源の活用と保全を図る。

対象
（誰・何を）

市内６地区、利用者

基本計画にお
ける位置づけ

基本政策 5-7　　新世紀記念事業の推進 関連
政策政策 5-7-1　新世紀記念事業の推進

57104-010

所管部署 市民部　市民協働課　協働推進スタッフ

根拠法令・要綱等

期間 平成 12　年度 ～ 平成 30　年度

事業名 市民の森づくり事業 整理番号
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投入コスト（千円）

国補
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県補

市債
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その他

一般

人件費
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基本目標５

● 事業の実績

● 業績測定指標

H24 H25 H26 H24 H25 H26 H24 H25 H26

4.0 6.0 #N/A #N/A #N/A #N/A

4.0 4.0 4.0 #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A

● 事業の評価

・担当所属による自己評価

・担当部長による評価

所
属
長
評
価

課題等
原里地区は、市民の森候補地の一部が工業団地予定地となったため、新たな候補地を含めた検討が
必要となった。

改善内容、
今後の方向

性等

原里地区は、引き続き地元と協議していく。
富士岡地区は、現在進んでいる富士岡地区森林整備推進モデル事業に関連して、再整備の要望が
出される予定。

評価コメント
本事業の本来の目的を再確認する必要がある。また、森林の整備を通じて多面的な成果が期待でき
るので、市民行政が協力し、事業を実施する必要がある。

業績測定指標
の評価

指標 コメント（目標に対する進捗状況など）

市民の森整備地区数
玉穂地区において玉穂地区市民の森づくり推進協議会が立ち上がり、事業
がスタートした。

目標（見込） 目標（見込） 目標（見込）

実績 実績 実績

年度 目標 実績

市民の森整備地区数 4 4 4 4 H30 6

指標（単位）

各年度の進捗状況
最　終

H24 H25 H26

実績 実績 目標（見込） 実績

平成24年度 -

平成25年度 -

平成26年度
玉穂地区について予定地（約１１ha）の調査・測量を行った。年度途中に、予定地周辺にクロスカント
リーコースの整備計画が浮上したことにより、今後はその計画に合わせて整備していく。

年　度 実　　績
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目標（見込） 実績

最終
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H24 H25 H26

目標（見込） 実績

最終
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